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７ 公益法人制度の抜本的改革 

  現行の公益法人（民法第３４条に基づく社団及び財団をいう。以下同じ。）の制

度の抜本的改革については、行政の在り方を見直す観点からも重要であること

にかんがみ、現行の主務官庁による設立許可制度を廃止し、２１世紀の我が国

の社会経済にふさわしい透明性の高い新たな仕組みの構築を目指すなど、「公

益法人制度の抜本的改革に関する基本方針」（平成１５年６月２７日閣議決定）

に基づき、改革を着実に実施していくものとする。 

このため、一般的な非営利法人制度、公益性を有する非営利法人を判断する

仕組み、現行公益法人の新たな制度への移行等について、その基本的枠組みを

別紙３のとおり具体化し、これに基づき、更に具体的な検討を進めることとし、

所要の法律案を平成１８年の通常国会に提出することを目指す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別紙３ 

公益法人制度改革の基本的枠組み 

 

 「公益法人制度の抜本的改革に関する基本方針」（平成１５年６月２７日閣議決定）

に基づき、公益法人制度改革の基本的枠組みを以下のとおり具体化する。 

 

１．改革の方向性 

 (１) 改革の趣旨 

我が国において、個人の価値観が多様化し、社会のニーズが多岐にわたってき

ている中、行政部門や民間営利部門では満たすことのできない社会のニーズに対

応する多様なサービスを提供し得る民間非営利部門を、社会経済システムの中に

積極的に位置付けることが重要である。 

また、民法制定以来 100 余年にわたり抜本的な見直しが行われていない現行の

公益法人（民法第３４条に基づく社団及び財団をいう。以下同じ。）の制度につい

ては、歴史的に大きな役割を果たしてきたものの、主務官庁の許可主義の下、法

人設立が簡便でなく、公益性の判断基準が不明確であり、営利法人類似の法人が

存続しているなど様々な批判、指摘を受けるに至っている。 

このため、こうした諸問題に適切に対処する観点から現行の公益法人制度を抜

本的に見直し、広く民間非営利部門の活動の健全な発展を促進することが重要な

課題となっている。 

(２) 基本的な仕組み 

現行の公益法人の設立に係る許可主義を改め、法人格の取得と公益性の判断を

分離することとし、公益性の有無に関わらず、準則主義（登記）により簡便に設

立できる一般的な非営利法人制度を創設する。 

また、各官庁が裁量により公益法人の設立許可等を行う主務官庁制を抜本的に

見直し、民間有識者からなる委員会の意見に基づき、一般的な非営利法人につい

て目的、事業等の公益性を判断する仕組みを創設する。 

 

２．一般的な非営利法人制度 

(１) 総則的事項 

法人類型は、法人格付与の対象に応じ、社団形態と財団形態の２種類とする。 

準則主義に伴う法人制度の濫用防止の観点から、株式会社制度と同様の解散命

令制度・休眠法人整理の制度を設ける。 

 (２) 社団形態の非営利法人制度 
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営利を目的としない団体を設立して活動しようとする人々の自由活発な活動を

促進するため、社員となろうとする者が２名以上集えば、一定額以上の財産的基

盤がなくとも、法人の設立を可能とするほか、その事業について格別の制限をせ

ず、公益活動を含めた幅広い活動ができることとする。 

法人の自律的な運営を確保するため、社員総会及び理事の制度を設けるほか、

定款による理事会や監事の設置を可能とする。 

また、法人運営の適正化を図るため、理事の法人又は第三者に対する責任規定、

社員による代表訴訟制度及び法人の財務状況の一般的な開示制度を設けることに

より、株式会社制度と同程度の自律的なガバナンスを確保する。 

法人の非営利性を維持しつつ、その資金調達手段や財産的基盤を確保するため、

拠出金制度の選択を可能とする。 

(３) 財団形態の非営利法人制度 

設立者の創意に基づく財産の社会的な活用を促進するため、必要最小限の資産

で、法人の設立を可能とするが、その目的及び事業に一定の制限を設けることの

当否について検討する。 

設立者の意思を尊重しつつ、法人の自律的な運営を確保するため、理事の業務

執行を牽制、監督する新たな法定の機関（評議員会）を設けるほか、理事会及び

監事を必置機関とする。また、法人運営の適正化を図るため、社団形態の非営利

法人の場合と同様、理事の法人又は第三者に対する責任規定及び法人の財務状況

の一般的な開示制度を設ける。 

(４) その他 

以上のほか、定款又は寄附行為の変更、合併、解散、清算等に関する所要の規

定を設ける。 

また、一定規模以上の法人については、会計監査人による監査を義務付ける方

向で検討する。 

なお、中間法人制度は、社団形態の非営利法人制度に包含される関係となるた

め、これを廃止することとし、移行に関する所要の規定を設ける。 

 

３．公益性を有する非営利法人を判断する仕組み 

以下の方針により、公益性を有するにふさわしい規律のしっかりした非営利法人

の受け皿となる仕組みを構築する観点から、具体的な制度設計を進める。 

なお、特定非営利活動法人制度については、引き続き存置されるものとする。 

(１) 判断主体 

現在の主務官庁から中立的に判断を行うために、内閣に民間有識者からなる委
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員会を設置し、当該委員会の意見に基づき、一般的な非営利法人について目的、

事業等の公益性を判断することとし、事後チェック、不服申立ての処理等を含め、

業務を的確かつ迅速に遂行できるよう、必要な事務体制の整備を図るとともに、

様々な活動分野における公益性を専門的見地から適切に判断できる措置を検討す

る。 

また、一定の地域を拠点として活動する非営利法人に関しては、原則として都

道府県知事において判断等を行うこととする。その際、都道府県に国に準じた機

能を有する体制を整備し、国との間で公益性の判断等の取扱いについて整合を図

る。 

(２) 判断要件 

  判断要件については、現行の「公益法人の設立許可及び指導監督基準」（平成８

年９月２０日閣議決定。以下「指導監督基準」という。）等を踏まえつつ、法人の

目的、事業及び規律の面から、できる限り裁量の余地の少ない明確なものとする。 

公益性を有する非営利法人（以下(2)及び(3)において「法人」という。）の目的

については、積極的に不特定多数者の利益の実現を図ることを基本とし、共益は

従たる目的となる範囲内で認められる方向で検討する。 

法人の事業については、公益的事業の規模は法人の事業の過半を占めること、

付随的に収益を目的として行う収益的事業の利益は原則として公益的事業のため

に使用されること、公益的事業が営利企業の行う活動を阻害しないことなど所要

の要件を設け、具体的な公益的事業を適切に規定する方向で検討する。 

法人の規律については、同一親族等が理事及び評議員に占める割合を制限するこ

と、解散した法人の残余財産の帰属者を他の類似の公益目的の法人や国・地方公共

団体等一定の範囲に限ること、将来の公益的事業の実施に必要な範囲を超えた過大

な資金等が留保されないこと、株式保有等を資産運用等の場合を除き原則として禁

止することなど所要の要件を設ける方向で検討する。 

(３) 適正運営確保の方策 

法人については、理事会及び監事を必置機関とするなど適切なガバナンスを求

めることとする。 

また、プライバシーの保護等に留意しつつ、法人の組織、運営等について、イ

ンターネットの活用も含め、国民一般に対する情報開示の強化を図る。開示事項

については、現行の指導監督基準による業務及び財務等に関する事項のほか、公

益性の判断要件に係る事項、その他役員報酬に関する事項、管理費の水準等法人

の適正運営を確保する観点から開示が望ましい事項とする方向で検討する。また、

判断主体においても、法人が開示している情報を集約し、インターネットも活用
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しつつ、国民一般に分かりやすく開示することとする。 

さらに、事業報告書等の定期的な提出、報告徴収・立入検査、命令、公益性判

断の取消し等必要な監督上の措置を、より明確な要件の下で判断主体が適切に講

ずる方向で検討する。また、判断主体が、一定期間ごとに法人の活動実績を踏ま

えて公益性の有無を確認することとする。 

 

４．その他 

(１) 現行公益法人の新たな制度への移行 

現行公益法人の新たな制度への移行に当たっては、公益法人が現に公益活動を継

続的に行ってきており多くの受益者が存することに配慮しつつ、公平かつ合理的

なシステムの下における円滑な移行を推進するため、十分な準備期間及び移行期

間、組織変更等の簡易・円滑な転換手続を設ける等必要な措置を講ずるものとす

る。 

その際、現行公益法人のうち、新たな判断主体により、公益性の判断要件を踏ま

えた一定の基準に適合すると判定されたものは、公益性を有する非営利法人に簡

易な手続で移行すること、一方、当該基準に適合しないと判定されたものや公益

性を有する非営利法人への移行を望まないものは、財産承継に関する条件の下、

基本的に一般の非営利法人（一般的な非営利法人制度に基づく法人であって、公

益性を有するとの判断を受けていないものをいう。）に移行することとする方向で、

その公平かつ合理的な基準及び手続について、引き続き検討する。 

なお、新たな制度への移行措置は、新たな判断主体が実施することとなるが、内

閣官房、総務省及び各公益法人所管官庁においても、移行に関する方針の検討等

必要な準備を進める。 

(２) 今後のスケジュール等 

今後、この基本的枠組みに基づき、内閣官房において、関係府省との連携の下、

更に法制化に向けた具体的検討を行うとともに、「公益法人制度の抜本的改革に関

する基本方針」（平成１５年６月２７日閣議決定）に基づき所管省において税制上

の措置に係る専門的検討を進めることとし、所要の法律案を平成１８年の通常国

会に提出することを目指す。また、内閣官房は、総務省及び各公益法人所管官庁

と連携して、新たな非営利法人制度の着実かつ円滑な施行に向けた準備作業に着

手する。 
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